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はしがき 

 

 人口減少や急速な高齢化の進行とともに、経済のグローバル化、情報通信技

術の革新等に伴う企業活動の広域化や多様化等により、我が国の経済社会の構

造は大きく変化している。地方団体をとりまく環境も近年様々な変化に直面し

ており、人口減少や高齢化等の課題は、歳入歳出両面において影響を及ぼすと

考えられる。その中で、地方税制においても、これまで前提とされてきた経済

社会構造が大きく変化してくることに伴う様々な課題に今後直面していくこと

が考えられる。 

 また、今後の地方税制のあり方について議論を進めていく上で、予想される

人口減少・高齢化等が将来の地方税収等にどのように影響するかについて、い

っそう把握を進めることが重要である。 

こうした観点から、令和元年度の本調査研究会においては、「経済社会の構造

変化に対応した地方税制のあり方に関する調査研究」と題して、令和元年６月

に検討を開始し、４回の会合をもった。 

 本年度の研究会においては、人口動態や人口構造の変化が地方税収等に与え

る影響について、各種データを活用しながら把握を進めるとともに、将来的に

地方税収が減少する可能性がある中での地方税制のあり方について、経済社会

構造の変化に対応した税制を巡る諸外国における議論も参考にしつつ、調査・

研究を行った。 

 本研究会のテーマは、中長期的な視点で地方税制を議論する試みであり、そ

の検討のスケールも大きいものであることから、具体的な対応策を導き出すま

でにはさらに研究を深める必要があるが、本研究会の議論を踏まえた論点整理

と今後の対応の方向性についての考え方を示すことによって、今後の検討の参

考になることを期待するものである。 

 最後に、今回の調査研究に当たり、御多忙のところ委員をお引き受けいただ

いた先生方、御講演いただいた先生方に心から感謝を申し上げる。 
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Ⅰ 本年度の研究会における研究テーマ 

 

昨年度の研究会においては、近年の経済社会構造の変化の実情について、各

種のデータ等を概観しながら、総合的に把握し、その上で、今後の地方税制度

において生じることが見込まれる課題について、各税目にわたり幅広い観点で

議論を行い、論点を整理するとともに、それらを踏まえた地方税制のあり方等

について調査・研究を行った。 

こうした近年における経済社会構造の変化を踏まえると、今後、地方税の各

税目において、将来的に以下のような様々な課題が生じることが考えられる。 

・ グローバル社会における地域の外国人の増加、サテライトオフィスや２

地域居住など生活スタイルが多様化する中での個人住民税のあり方 

・ 産業全体のサービス産業化や ICT 化が急激に進む中で、企業活動や企業

組織の変化に対応した法人課税及び消費課税のあり方 

・ 技術革新など自動車を取り巻く環境の変化を踏まえた車体課税のあり方 

・ 所有者不明土地の増加など土地や住宅を巡る環境変化を踏まえた固定資

産税のあり方 

・ その他、法人・個人の資産が変化し、金融資産、無形資産が重要となって

いること等を踏まえた地方税のあり方 

一方で、我が国の人口動態は、今後長期的に総人口が減少するとともに、人

口構造については生産年齢人口の減少及び高齢人口の増加が見込まれている。

特に、人口規模の小さい地方団体においては、人口規模の大きい地方団体と比

較して、生産年齢人口の減少や転出超過がより進行している状況にある。 

今後の地方税制のあり方について議論を進めていく上で、予想される人口減

少・高齢化等が将来の地方税収等にどのように影響するかについて、いっそう

把握を進めることが重要である。 

こうしたことを踏まえ、本年度の研究会においては、「経済社会の構造変化

に対応した地方税制のあり方」を研究テーマとし、人口動態や人口構造の変化

が地方税収等に与える影響について、各種データも活用しながら把握を進める

とともに、将来的に地方税収が減少する可能性がある中での地方税制のあり方

について、経済社会構造の変化に対応した税制を巡る諸外国における議論も参

考にしつつ、調査・研究を行うこととした。 
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Ⅱ 地方税財政を巡る状況について 

 

１ 地方税財政の現状について 

 

人口動態や人口構造の変化が将来の地方税収等に与える影響について検討

するに当たり、まずは、直近の地方税財政の状況を概観するとともに、予測さ

れる人口動態、人口構造の変化について確認した。 

 

(１)地方財政の状況 

 

近年の地方財政計画の歳出は、社会保障関係費が増加する一方で給与関係

経費や投資的経費等が減少し、全体として抑制基調にある。社会保障関係費

については、今後も、高齢化の進行等により増加が見込まれている。一方、

地方税収は、近年、経済の回復等により増加し、過去最高の水準となってい

る。しかしながら、令和元年度地方財政計画においても 4.4 兆円の財源不足

が生じているなど地方財政は依然として厳しい状況にあり、こうした財源不

足に対応するために発行された臨時財政対策債は、その残高が累増している

状況にある。令和元年 10 月には消費税率（国・地方）が引き上げられたが、

今後も厳しい財政状況が続く見込みである。 

 

(２)地方税収の状況 

 

地方税収は、三位一体の改革において約３兆円の税源移譲が行われたこ 

ともあり、平成 19 年度には当時において過去最高の 39.5 兆円まで増加した

が、平成 20 年秋のリーマンショックの影響により大きく減少した。その後、

経済の回復や地方消費税率の引上げにより地方税収は増加し、令和２年度の

地方財政計画においては過去最高の 41.0 兆円（実質的な地方税源である特

別法人事業譲与税を合わせると 43.0 兆円）が見込まれている。 

主要税目別にみると、個人住民税は最も税収の多い地方税の税目であり、

地方自治を支える基幹税となっている。地方法人二税は、地方の行政サービ

スを支える基幹税目としての役割を担っており、近年、経済の回復等により

税収が増加している。地方消費税は、税源の偏在性が小さく税収が安定的な

税目であり、税率の引上げにより、地方税収全体に占める割合が高まってき

ている。固定資産税も、税収が安定的な市町村の基幹税となっており、近年、

税収が緩やかに増加している。 
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２ 人口動態・人口構造の変化について 

 

(１)人口動態・人口構造の変化 

 

国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計（以下「将来人口推計」と

いう。）によると、我が国の総人口は、2008 年の１億 2,808 万人をピークに

減少に転じ、その後も減少し続けることが見込まれている。総人口は、2048

年に１億人を割り込み 9,913 万人となり、2060 年には 8,674 万人まで減少

することが予想されている。 

また、老齢人口が増加し続ける一方で、生産年齢人口や若年人口は減少し

続けることが予想されている。2040年には 65歳以上人口がピークを迎え（約

3,920 万人）、2060 年には 65 歳以上人口の割合が約４割に達すると見込まれ

ている。 

65歳以上人口が最大となる 2040 年に向けた人口の変化を都道府県別にみ

ると、全ての都道府県において、総人口が減少し、75 歳以上人口の増加と年

少人口（０～14 歳）・生産年齢人口（15～64 歳）の減少が生じると見込まれ

ている。一方で、これらの変化の度合いには地域差があり、都市部の都道府

県では、それ以外の団体と比較して老年人口の増加がより大きくなっている。 

 

(２)地価・土地取引等への影響 

 

人口動態・人口構造の変化は、地価や住宅建設需要に影響を与えることが

考えられる。この点について、有識者からヒアリング1を行ったところ、次の

ような指摘を得た。 

・不動産価格の変動という点では、建物価格は景気変動に対して非常に安

定的であるが、土地価格は下落しやすい。つまり、景気変動によるショ

ックは、土地価格においてより影響が出やすいと考えられる。 

・2000 年代前半までの土地価格の変動は、大都市から地方都市への波及効

果が強いものであったが、現在では大都市と地方都市の土地市場が分断

されてきており、都市部で土地価格が上がったとしても、地方の土地価

格は大きく上がらない時代になっている。 

・長期の土地価格の変動については、経済のファンダメンタルズだけでな

く、生産年齢人口の比率が大きく影響を及ぼし、人口減少と高齢化によ

って、土地価格が下落する確率は高くなることが指摘できる。 

 

(３)地方税収等への影響 

 

今後の人口動態・人口構造の変化により、将来の地方税収等にも影響が生

                                                  
1 有識者ヒアリングの詳細については、資料２を参照されたい。 
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じるものと考えられる。例えば、生産年齢人口の減少に伴い、所得の減少や

不動産価格の低下が生じれば、地方税収が減収となる可能性がある。また、

高齢者数の増加に伴い、医療・介護等の社会福祉・高齢者保健福祉のニーズ

が高まれば、歳出の増加が見込まれる。 

一方、人口動態・人口構造の変化には地域差がある。例えば、既に人口減

少が相当程度進行している地域がある一方で、当面は人口増加が見込まれる

地域もある。また、既に高齢化が相当程度進行している地域がある一方で、

現状では生産年齢人口の流入が続いている地域もある。 

このため、人口動態・人口構造の変化による地方税収等への影響を検討す

るに当たっては、今後予想される人口減少・高齢化等が地域ごとに異なる態

様で進行することを踏まえた検討が必要となると考えられる。 
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Ⅲ 人口減少・少子高齢化等に対応した地方税制のあり方について 

 

１ 人口動態・人口構造の変化が地方税収等に与える影響について 

 

（１）地方税収等のシミュレーション 

 

本研究会では、今後の地方税制のあり方について議論を進めていく上で基

礎とするため、予想される人口減少や少子高齢化等が、各市町村の将来の地

方税収及び必要な歳出（以下両者を合わせて「地方税収等」という。）にど

のように影響するかについて、シミュレーション分析を行った2。 

 

①シミュレーションの前提 

    将来の地方税収等は様々な経済社会情勢の変化の影響を受けると考え

られるが、本研究会では、人口動態・人口構造の変化が各市町村の地方税

収等に与える影響を把握するため、人口と年齢別人口割合のみを変数と

し、それ以外の条件を不変と仮定して、将来の地方税収等を推計した。こ

のため、シミュレーションを行うに当たり、以下の仮定を置いている。 

イ 経済成長や技術革新等による税収増加及び歳出削減はないものと仮

定する。 

ロ 人口（総数、15 歳未満割合、65 歳以上割合、75 歳以上割合）以外

は変化しないものと仮定する。そのため、各市町村の第二次産業割合

等も変化しないと仮定する。 

このうち仮定イは、市町村別の推計を行うためには市町村別の経済成長 

率を仮定する必要がある一方で使用可能なデータの制約があること等を踏

まえ、経済成長や技術革新等を捨象することとしたものである。また、仮

定ロは、市町村ごとの地域特性として農業中心か工業中心か等を推計に加

味するものであるが、新たな企業の立地等を市町村別に見込むことは困難

であることから、推計に当たっては、現状が維持されるものと仮定するも

のである。 

これらの仮定にかかわらず、例えば、現実には経済成長が想定されるこ

とから、このシミュレーションは、あくまでも人口動態・人口構造の変化

の影響を推計するものであって、将来の地方税収等そのものを予測するも

のではない点に留意が必要である。 

 

②シミュレーションの方法 

将来人口推計では 2040年に 65歳以上人口が最大になると見込まれてい

ることを踏まえ、2040 年における地方税収等を推計することとした。具体

                                                  
2 平成 26 年度から平成 28 年度までの決算データを利用して、23 特別区及び福島県内の

市町村を除く 20 政令指定都市、758 市及び 881 町村の合計 1,659 市町村を対象とした。 
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的には、人口（総数、15 歳未満割合、65 歳以上割合、75 歳以上割合）と

地域環境要因（第二次・第三次産業割合、従業者数割合）を説明変数とし

て地方税収等の回帰分析を行い、算出された回帰係数に 2040 年の推計人

口を乗じて、2040 年の地方税収等を推計した。 

地方税収等のうち地方税収については、地方税総額、個人住民税、法人

住民税、固定資産税を推計対象とした。地方税収は生産年齢人口の変化の

影響を大きく受けると考えられることから、2040 年の 15 歳未満人口割合

及び 65 歳以上人口割合を用いてシミュレーションを行った。 

地方税収等のうち歳出については、市町村によって行政サービスの水準

が異なることや必要な歳出を推計するというシミュレーションの趣旨を踏

まえ、歳出そのものではなく、地方交付税制度における基準財政需要額、

基準財政需要額のうち社会福祉費及び高齢者保健福祉費の合計額（以下こ

のシミュレーションの説明において「社会保障関係費」という。）を推計

対象とした。今後増加が予想される社会保障関係の支出は 65 歳以上人口

より 75 歳以上人口との相関が大きいと考えられることから、2040 年の 15

歳未満人口割合及び 75 歳以上人口割合を用いてシミュレーションを行っ

た。 

 

（２）シミュレーション結果の概要3 

 

①地方税総額と基準財政需要額の総額 

このような前提及び方法により 2040 年の地方税収等のシミュレーショ

ンを行い、2015 年4との比較を行った。 

将来人口推計によると、2015 年から 2040 年にかけて、市町村計で、総

人口は 14.0％の減少（政令指定都市では 5.3％の減少、市では 15.3％の

減少、町村では 26.3％の減少）、生産年齢人口は 24.2％の減少（政令指定

都市で 16.3％の減少、市で 25.5％の減少、町村で 36.8％の減少）となっ

ている。これに対し、シミュレーション結果では、同じ期間において、市

町村計で、地方税総額は 24.7％の減少（政令指定都市で 21.2％の減少、

市で 25.8％の減少、町村で 30.5％の減少）が見込まれる一方で、基準財

政需要額の総額は 0.3％の減少となりほぼ変わらない（政令指定都市で

8.0％の増加、市で 1.7％の減少、町村で 7.6％の減少）ことが見込まれた。 

 

 

 

 

                                                  
3 シミュレーション結果の詳細については、資料３を参照されたい。 
4 直近の国勢調査が行われた年。なお、人口以外の条件が変化しないという仮定の下で比

較を行うため、2015 年の地方税収等についても回帰モデルによる推計値を用いている。 
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シミュレーション結果①（総括表） 

 政令指定 

都市 
市 町村 計 

総人口 

【単位：人】 

2015 年 27,497,224 77,839,796 10,570,946 115,907,966 

2040 年 26,043,849 65,902,725 7,786,288 99,732,862 

増減率 -5.3% -15.3% -26.3% -14.0% 

生産年齢人口

（15～64 歳） 

【単位：人】 

2015 年 17,348,890 46,585,965 5,981,269 69,916,124 

2040 年 14,517,683 34,696,338 3,777,923 52,991,944 

増減率 -16.3% -25.5% -36.8% -24.2% 

地方税総額 

【単位：百万円】

2015 年 5,703,697 11,032,476 1,333,495 18,069,667 

2040 年 4,492,260 8,190,833 926,648 13,609,740 

増減率 -21.2% -25.8% -30.5% -24.7% 

基準財政需要額 

【単位：百万円】

2015 年 5,273,561 14,782,971 3,246,226 23,302,758 

2040 年 5,693,457 14,529,820 2,999,813 23,223,090 

増減率 8.0% -1.7% -7.6% -0.3% 

※経済成長や技術革新による税収の増加や歳出の減少はないものと仮定している。 

※人口（総数、15 歳未満割合、65 歳以上割合、75 歳以上割合）以外は変化しないものとし、各市町 

村の第二次産業割合等も変化しないと仮定している。 

 

②地方税収 

前述のとおり、シミュレーションの結果、地方税総額は 24.7％の減少

（政令指定都市で 21.2％の減少、市で 25.8％の減少、町村で 30.5％の減

少）が見込まれる。 

税目別に見ると、個人住民税は 30.7％の減少（政令指定都市で 26.3％

の減少、市で 31.8％の減少、町村で 39.9％の減少）、法人住民税は 30.8％

の減少（政令指定都市で 27.4％の減少、市で 32.5％の減少、町村で 37.4％

の減少）であるのに対し、固定資産税は 18.9％の減少（政令指定都市で

15.1％の減少、市で 20.1％の減少、町村で 23.5％の減少）が見込まれる。

所得課税である個人住民税、法人住民税の方が、資産課税である固定資産

税より税収の減少幅が大きくなっている。 

また、地方税の納税者は生産年齢人口（15 歳以上 65 歳未満）が中心と

なっていると考えられることから、生産年齢人口1人当たりの地方税総額、

個人住民税及び法人住民税の状況について、2015 年と 2040 年とで比較し

た。 
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生産年齢人口 1 人当たり地方税総額は、市町村計では 0.6％減少（政令

指定都市で 5.9％の減少、市で 0.3％の減少、町村で 10.0％の増加）する

にとどまる。これは、地方税総額の減少と生産年齢人口の減少が同程度で

あるためと考えられる5。個人住民税及び法人住民税について見ると、生産

年齢人口 1 人当たり個人住民税は市町村計で 8.5％の減少、生産年齢人口

1 人当たり法人住民税は市町村計で 8.7％の減少となっており、これは生

産年齢人口の減少以上に税収が減少するためと考えられる6。 

一方、固定資産税については、高齢者も納税者の中心となっていると考

えられることから、人口 1 人当たりの固定資産税の状況について、2015 年

と2040年とで比較すると、人口1人当たり固定資産税は、市町村計で5.8％

の減少（政令指定都市で 10.4％の減少、市で 5.6％の減少、町村で 3.9％

の増加7）が見込まれる結果となった8。 

 

③基準財政需要額 

前述のとおり、シミュレーションの結果、基準財政需要額の総額は0.3％

の減少となりほぼ変わらない（政令指定都市で 8.0％の増加、市で 1.7％

の減少、町村で 7.6％の減少）ことが見込まれる。また、基準財政需要額

のうち社会保障関係費は 22.0％の増加（政令指定都市で 36.6％の増加、

市で 20.6％の増加、町村で 4.4％の増加）が見込まれる。総人口が 14.0％

減少するにもかかわらず基準財政需要額の総額がほぼ変わらないのは、基

準財政需要額のうち社会保障関係費が高齢化の進行に伴って同程度増加す

るためと考えられる。 

また、地方税収と同様、生産年齢人口１人当たりで見ると、市町村計で、

生産年齢人口 1 人当たり基準財政需要額は 31.5％増加（政令指定都市で

29.0％増加、市で 32.0％増加、町村で 46.3％増加）、基準財政需要額のう

ち社会保障関係費は 61.0％増加（政令指定都市で 63.2％増加、市で 61.9％

増加、町村で 65.3％増加）することが見込まれる結果となった。 

                                                  
5 生産年齢人口 1 人当たり地方税総額が町村において増加する結果となっているのは、町

村の生産年齢人口の減少ペースが地方税収の減少ペースを上回るためと考えられる。 
6 法人住民税の納税者は法人であるが、法人に雇用されている者の中心は生産年齢人口に

属することも踏まえ、地方税収全体や他の税目との比較の観点から、法人住民税の税収を

生産年齢人口で除した数値を用いて分析を行った。 
7 人口 1 人当たり地方税総額が町村において増加する結果となっているのは、町村の人口

の減少ペースが固定資産税の税収の減少ペースを上回るためと考えられる。 
8 固定資産税の納税者は人だけではなく、法人も固定資産税を納税しているが、このシミ

ュレーションにおいては、人口動態・人口構造の変化が地方税収等に与える影響を分析す

るため、固定資産税の税収を人口で除した数値を用いて分析を行った。 
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シミュレーション結果②（地方税収関係） 

 政令指定 

都市 
市 町村 計 

生産年齢人口 

１人当たり 

地方税総額 

【単位：千円】 

2015 年 329 237 223 258 

2040 年 309 236 245 257 

増減率 -5.9% -0.3% 10.0% -0.6% 

個人住民税 

【単位：百万円】

2015 年 1,877,767 3,920,388 432,088 6,230,243 

2040 年 1,383,982 2,675,334 259,516 4,318,832 

増減率 -26.3% -31.8% -39.9% -30.7% 

生産年齢人口 

１人当たり 

個人住民税 

【単位：千円】 

2015 年 108 84 72 89 

2040 年 95 77 69 81 

増減率 -11.9% -8.4% -4.9% -8.5% 

法人住民税 

【単位：百万円】

2015 年 630,158 919,666 93,728 1,643,552 

2040 年 457,743 620,890 58,710 1,137,343 

増減率 -27.4% -32.5% -37.4% -30.8% 

生産年齢人口 

１人当たり 

法人住民税 

【単位：千円】 

2015 年 36 20 16 24 

2040 年 32 18 16 21 

増減率 -13.2% -9.4% -0.8% -8.7% 

固定資産税 

【単位：百万円】

2015 年 2,229,112 4,772,936 653,626 7,655,674 

2040 年 1,892,393 3,813,522 500,252 6,206,167 

増減率 -15.1% -20.1% -23.5% -18.9% 

１人当たり 

固定資産税 

【単位：千円】 

2015 年 81 61 62 66 

2040 年 73 58 64 62 

増減率 -10.4% -5.6% 3.9% -5.8% 

※経済成長による税収の増加はないものと仮定している。 
※人口（総数、15 歳未満割合、65 歳以上割合、75 歳以上割合）以外は変化しないものとし、各市町 

村の第二次産業割合等も変化しないと仮定している。 
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シミュレーション結果③（基準財政需要額関係） 

 政令指定 

都市 
市 町村 計 

基準財政需要額 

【単位：百万円】

2015 年 5,273,561 14,782,971 3,246,226 23,302,758 

2040 年 5,693,457 14,529,820 2,999,813 23,223,090 

増減率 8.0% -1.7% -7.6% -0.3% 

生産年齢人口 

１人当たり 

基準財政需要額 

【単位：千円】 

2015 年 304 317 543 333 

2040 年 392 419 794 438 

増減率 29.0% 32.0% 46.3% 31.5% 

基準財政需要額

のうち 

社会保障関係 

【単位：百万円】

2015 年 1,207,014 3,731,733 683,301 5,622,047 

2040 年 1,648,352 4,498,616 713,236 6,860,205 

増減率 36.6% 20.6% 4.4% 22.0% 

生産年齢人口 

１人当たり基準

財政需要額のう

ち社会保障関係 

【単位：千円】 

2015 年 70 80 114 80 

2040 年 114 130 189 129 

増減率 63.2% 61.9% 65.3% 61.0% 

※技術革新による歳出の減少はないものと仮定している。 

※人口（総数、15 歳未満割合、65 歳以上割合、75 歳以上割合）以外は変化しないものとし、各市町 

村の第二次産業割合等も変化しないと仮定している。 

     

④地方税財政への影響 

シミュレーションの結果、2015 年から 2040 年にかけて、地方税収と基

準財政需要額は、総額で見ても、生産年齢人口 1 人当たりで見ても、いず

れの場合にも両者の差が拡大することが見込まれた。すなわち、人口減少・

少子高齢化の進行に伴い、地方税と地方交付税等で対応すべき所要一般財

源が増加することになると考えられる9。 

この推計結果を踏まえると、今後、高齢化の進行等に伴い、社会保障関

係費を中心とした財政需要が増加する中で、これに対応するため、地方交

付税と併せて地方税収を確保することにより、必要な一般財源を確保して

いくことが課題となるものと考えられる。 

                                                  
9 シミュレーションにおいては、経済成長や技術革新による税収の増加や歳出の減少はな

いものと仮定している。また、人口（総数、15 歳未満割合、65 歳以上割合、75 歳以上

割合）以外は変化しないものとし、各市町村の第二次産業割合等も変化しないと仮定して

いる点にも留意が必要である。 
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また、65歳以上人口の増減と生産年齢人口の増減により市町村を４つグ

ループに分類すると、このうち 65 歳以上人口が増加し生産年齢人口が減

少するグループでは、両方が増加するグループと比較して、特に高齢化の

進行に伴う所要一般財源の増加と生産年齢人口の減少に伴う地方税収の減

少が進行すると考えられ、財政運営への影響も大きくなると考えられる。

このように、人口動態・人口構造の変化の影響は地域ごとに異なって生じ

る点にも留意する必要があると考えられる。 

 

２ 人口減少・少子高齢化等に対応した諸外国の税制について 

 

（１）海外調査の概要 

 

経済社会の構造変化に対応した地方税制のあり方について検討を進める 

に当たり、議論の参考とするため、人口減少・少子高齢化等に対応した諸

外国の税制について把握するため、以下のとおり海外調査を行った。 

〇調査日程 令和元年９月２日（月）～９月６日（金） 

〇調査委員 吉村政穂委員（一橋大学大学院法学研究科教授） 

○調査内容 

・デジタル化など経済活動等が大きく変化している中での課税のあ

り方を巡る議論の状況 

・少子高齢化が進展する中での税制面での対応や課題認識 

・地方自治体の課税自主権の制度と運用の状況など、各国の税制を

巡る動向 

〇調査先   

①ドイツ 

  ・ドイツ連邦財務省 

  ・ヘッセン州政府 

  ・フランクフルト市政府 

  ・欧州経済研究センター（ZEW） 

②フランス 

  ・フランス内務省 

  ・OECD 事務局 

  ・パンテオン・ソルボンヌ大学 

 

①ドイツにおける調査 

ドイツにおいては、2010 年代前半までは出生率は日本よりも低く、深

刻な高齢化と人口減少が課題となっていた。近年、移民の受入れにより

人口は増加に転じているが、高齢化率は既に 20％を超えており、今後、

高齢化率の一層の高まりと生産年齢人口割合の低下が予想されている。 

今後、一層の高齢化に伴い、社会保障関係費の増加が見込まれる中で、
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経済社会構造の変化に対応していくため、特に地方財源の確保の観点か

ら、税財政制度の面でどのような課題があると考えているかについて、

連邦・州・市町村の各レベルの当局や、研究機関に対して調査を行った。 

また、州・市町村においては、近年、財源確保策の一環として、課税

自主権の活用の働きが見られるため、併せてその実情を調査した10。 

 

②フランスにおける調査 

フランスにおいては、移民の受入れや先進国の中でも相対的に高い出

生率を背景として、総人口は増加しているが、高齢化率の上昇と生産年

齢人口の減少が続いている。今後、高齢化の進展等に伴い、社会保障関

係費の増加が見込まれる中で、経済社会構造の変化に対応していくため、

特に地方財源の確保の観点から、税財政制度の面でどのような課題があ

ると考えているかについて、当局から聴取した。 

あわせて、地方独自の財源確保策の例、運用状況、課題等（例：都市

公共交通の財源となる都市交通税（交通負担金制度））についても調査を

行った11。 

 

（２）海外調査結果の概要12 

 

ドイツとフランスでは、人口動態に相違はあるものの、少子高齢化が税

財政制度に大きな影響を与えるとの認識で共通していた。特に、税収の減

少が見込まれる一方で、高齢者向けの支出の増加が予想されており、地方

自治体の財源確保と安定化が課題になるとの認識を持っていた。 

これらの課題への対応については、それぞれの国の地方自治・地方税財

政制度を前提として、以下のような取組の状況や意見を確認することがで

きた。 

①国・地方を通じた税体系における付加価値税（共同税）の充実 

②社会保障を担う地方自治体の税収の安定化 

③地方財源の確保のため、税収の確保、歳出の見直しと併せて適切な財 

政調整 

こうした考え方は、我が国の今後の地方税制のあり方を検討する上でも

参考となると考えられる。 

また、今回の調査では、地方自治体の課税自主権が、人口減少・少子高

齢化への対応策としては税収規模が極めて小さいものの、地域の課題への

対応策として運用されている状況についても確認することができた。 

                                                  
10 人口減少・少子高齢化への対応と併せて、経済のデジタル化に伴う税制上の課題への

対応についても調査を行った。その概要と結果については、Ⅳ１に記載している。 
11 フランスにおいても、経済のデジタル化に伴う税制上の課題への対応について併せて

調査を行った。その概要と結果については、Ⅳ１に記載している。 
12 海外調査の結果の詳細については、別添「海外調査結果報告」を参照されたい。 
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Ⅳ　経済のグローバル化、デジタル化等に対応した地方税制のあり方について 

１ 経済のデジタル化に伴う税制上の課題への対応について 

(１)海外調査の概要

経済のデジタル化の進展に伴い、物理的な拠点なく事業を行う外国企業 

に対して市場国が適切な法人課税を行えないといった国際課税原則の問題が

顕在化しており、これに対応するため、OECD を中心に、国際的な合意形成に

向けた議論が進められている。国際的な議論の場では地方税について明示的

に議論されていないが、我が国の地方税は、国税と同様に、外国企業につい

ては物理的拠点である恒久的施設（Permanent Establishment: PE）がある

ことを課税の前提としていることから、国際課税原則が見直される場合には、

我が国の地方税にも影響がある可能性がある。 

こうした問題意識の下、本研究会では、前述のとおり、ドイツ、フランス

において税制に関する海外調査を実施し、人口減少・少子高齢化等への税制

上の対応と併せて、いわゆるデジタル課税ついても、両国の当局から考え方

や対応を聴取した13。 

特に、フランスにおいては、企業活動のグローバル化や経済のデジタル化

による税制上の課題に対し EU 全域での統一的な対応を求めてきたが、実現

に至っていないため、フランスの独自措置としてデジタル取引に対する売上

税（デジタルサービス税）を導入している。今後も経済のデジタル化の進展

が見込まれる中で、経済のデジタル化により生じる税制上の課題に関する認

識と経済構造の変化に対応した望ましい課税のあり方について、当局から考

え方を聴取した。 

また、６月の G20 財務大臣会合以降の OECD を中心とした議論の状況やコ

ンセンサス形成に向けた見通しについて調査を行った。

（２）海外調査結果の概要14

経済のデジタル化に伴う税制上の課題への対応については、ドイツ、フラ

ンスに共通して、現行の国際課税原則には物理的な拠点なく事業を行う外国

企業に対して市場国が適切な法人課税を行えないといった課題があり、法的

安定性の確保のため、各国が独自の措置により対応するのではなく、国際的

な合意の形成により解決することが必要という認識を確認することができた。 

ドイツにおいては、本来はドイツのような輸出国には本拠地主義の税制が

13 海外調査のテーマのうち人口減少・少子高齢化等への税制上の対応については、調査

結果の概要をⅢ２に記載している。
14 海外調査の結果の詳細については、別添「海外調査結果報告」を参照されたい。
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望ましいとしつつ、発展途上国等の独自課税により損なわれつつある法的安

定性を確保できるのであれば柔軟な対応をとるべきとの見解が得られた。フ

ランスにおいては、国際課税原則の見直しに向けた国際的な議論が進められ

ている背景として、各国の独自措置が乱立する状況に対する危惧への言及が

あった。フランスでは独自措置の導入が決定されているが、あくまでも国際

的な合意が形成されるまでの措置と捉えられている様子であった。 

デジタル課税については、2020 年末の最終合意に向けて、OECD を中心と

した国際的な議論が進められることとなっており15、国際課税原則が見直さ

れる場合には、外国企業については恒久的施設（PE）があることを課税の前

提としている我が国の地方税にも影響があると考えられる。このため、今後

の地方税制のあり方について検討していく上で、国際的な議論の動向に注視

する必要があると考えられる。 

 

２ 自動車を取り巻く環境変化への対応について 

 

経済のグローバル化、デジタル化は自動車を取り巻く環境の変化をもたらし

ており、技術革新による自動車の電動化の加速や保有から利用へのシフトの拡

大に伴い、国・地方を通じた重要な財源である車体や燃料に係る税収への影響

が予想されている。今後、諸外国の税制も参考にしつつ、幅広い観点から、中

長期的な視点に立って、自動車関係諸税のあり方について検討を深めていく必

要があると考えられる。 

こうしたことを踏まえ、本研究会の下に「自動車関係諸税に係る調査研究ワ

ーキンググループ」を設置し、自動車を取り巻く環境変化とそれに対応した税

制についての考え方の調査・研究を行った。ワーキンググループにおいては、

この度、今年度の研究結果に関する報告書をとりまとめ、今後の自動車関係諸

税のあり方について、以下のとおり指摘している。 

・ 今後の自動車関係諸税のあり方を検討する際に留意すべき視点として、

自動車税種別割について、その性格を踏まえれば、 

①財産的価値に応じた負担の必要があること 

②道路損傷に伴う財政需要を踏まえて、一定の税収を確保していく必要

があること 

③環境負荷に応じた課税の仕組みを取り入れることが必要であること 

を 念 頭 に 、 CASE （ Connectivity, Autonomous, Shared & Service, 

Electric：車のツナガル化、自動運転社会の到来、保有から利用へのシフ

ト、車の動力源の電動化）によって、自動車を取り巻く環境がどのように

変化していくかを見極めながら検討していく必要がある。 

                                                  
15 なお、OECD へのインタビューでは、国際課税原則の見直しについて国際的な合意が

得られたとしても、実施（implementation）のための多国間枠組みを新たに創設する必

要があるため、実現には追加的な時間を要するとのことであった。 
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  ・ なお、既に欧州等において導入されている走行距離に応じた課税につい

ては、欧州においては通過交通に対する対策（ドイツ）であり、また、米

国のオレゴン州では燃料課税の将来的な減収を見越したものであるため、

その成り立ち（背景）が異なるところであった。こうしたことを踏まえる

と、走行距離課税について、単純に走行距離に応じた課税では、自動車税

種別割の財産税的性格等を反映できないことや、走行距離課税はむしろ

燃料課税と代替性があること、現実の問題として、より走行距離が長い地

方部の負担増になり得ると考えられることなどを踏まえつつ、慎重に検討

する必要がある。 

自動車を取り巻く環境変化に対応した自動車関係諸税のあり方については、

今後、これらの視点に留意しつつ、更に検討を深めていく必要があると考えら

れる。 
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Ⅴ 経済社会構造の変化を見据えた今後の検討課題と方向性 

 

本研究会では、人口、土地・都市のあり方、企業活動が大きく変化し、経済

社会構造が変化していく中で、今後の地方税制においてどのような課題が生じ

得るか、また、そうした課題への対応をどのように検討していくことが考えら

れるかをテーマとして、昨年度から調査・研究を開始した。 

今年度は、今後、更に検討を深めていく上での基礎とするため、経済社会構

造の変化への対応について、大きく 2 つの観点から調査・研究を行った。1 つ

は人口減少・少子高齢化への対応の観点であり、もう 1 つは経済のグローバル

化、デジタル化への対応の観点である。 

第一に、人口減少・少子高齢化への対応の観点からは、まず、人口動態・人

口構造の変化が地方税収や基準財政需要額に与える影響について、できる限り

把握を行い、イメージを共有しておく必要があることから、将来人口推計を用

いてシミュレーションを行った。シミュレーションにおいては、市町村計で、

2015 年から 2040 年にかけて、地方税総額は生産年齢人口と同程度の約２割減

少する一方で基準財政需要額の総額はほぼ変化せず、両者の差が拡大すること

が見込まれた16。また、納税者の中心と考えられる生産年齢人口１人当たりで

見ると、生産年齢人口１人当たり地方税総額はほぼ変わらない一方で生産年齢

人口１人当たり基準財政需要額は約３割増加し、両者の差が拡大することが見

込まれた。こうした推計結果を踏まえると、今後、地方税収と所要一般財源の

差が拡大することが考えられる。人口減少や少子高齢化は地域ごとに異なる態

様で進行することから、都市の規模や地域によって差はあるものの、今後、地

方交付税と併せて地方税収を確保することにより、必要な地方財源を確保して

いくことが課題となることが考えられる。 

また、外国税制の海外調査を実施し、ドイツ、フランスにおいて、高齢者向

け支出の増加に対応するための取組や考え方について当局から聴取した。とり

わけドイツでは、国・地方を通じた税体系における付加価値税（共同税）の充

実等の取組を確認できたほか、両国を通じて、社会保障を担う地方自治体の税

収の安定化が重要との認識や、適切な財政調整と併せて税収確保により地方財

源を確保・安定化することが必要との認識を確認できた。こうした考え方は、

我が国の今後の地方税制のあり方を検討する上でも参考となると考えられる。

あわせて、地方自治体の課税自主権が、人口減少・少子高齢化への対応策とし

ては税収規模が極めて小さいものの、地域の課題への対応策として運用されて

いる状況を聴取した。 

第二に、経済のグローバル化、デジタル化への対応の観点からは、外国税制

の海外調査において、ドイツ、フランスの当局からいわゆるデジタル課税につ

                                                  
16 シミュレーションにおいては、経済成長や技術革新による税収の増加や歳出の減少は

ないものと仮定している。また、人口（総数、15 歳未満割合、65 歳以上割合、75 歳以

上割合）以外は変化しないものとし、各市町村の第二次産業割合等も変化しないと仮定し

ている点にも留意が必要である。 
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いて聴取した。経済のデジタル化の進展に伴い、物理的な拠点なく事業を行う

外国企業に対して市場国が適切な法人課税を行えないといった国際課税原則の

問題が顕在化しており、これに対応するため、OECD を中心に、国際的な合意

形成に向けた議論が進められている。ドイツ、フランスの両国に共通して、現

行の国際課税原則には課題があり、国際的な合意の下でこれを見直すことによ

り、多国籍企業に対して適切な課税を行っていくことが必要という立場を確認

できた。国際的な議論の場では地方税について明示的に議論されていないが、

我が国の地方税は、国税と同様に、外国企業については物理的拠点である恒久

的施設（PE）があることを課税の前提としていることから、国際課税原則が見

直される場合には、我が国の地方税にも影響があると考えられる。このため、

今後の地方税制のあり方について検討していく上で、国際的な議論の動向に注

視する必要があると考えられる。 

また、経済のグローバル化、デジタル化は自動車を取り巻く環境の変化をも

たらしていることを踏まえ、本研究会の下に「自動車関係諸税に係る調査研究

ワーキンググループ」を設置し、自動車を取り巻く環境変化とそれに対応した

税制についての考え方の調査・研究を行った。技術革新による自動車の電動化

の加速や保有から利用へのシフトの拡大に伴い、国・地方を通じた重要な財源

である車体や燃料に係る税収への影響が予想されており、税制面からの対応も

課題となっている。今後、諸外国の税制も参考にしつつ、幅広い観点から、中

長期的な視点に立って、自動車関係諸税のあり方について検討を深めていく必

要があると考えられる。 

こうした今年度の研究成果を踏まえると、経済社会構造の変化に対応し、地

方団体が安定的に行政サービスを提供していくためには、各税目の課題に対応

しつつ、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築を一層進める

ことが必要と考えられる。このような観点から、昨年度の報告書において提示

した論点も含め、今後、本研究会において研究を深めていくことが考えられる

論点について、以下のとおり整理した。 

 

１ 個人住民税 

 

今後、本格的な人口減少・少子高齢化の進行等が予測されている中で、個

人住民税においては、中長期的な税収の確保が課題となると考えられる。特

に、人口規模の小さい地方団体ほど納税者の中心である生産年齢人口の減少

が大きく、高齢化の進行に伴って増加する社会保障関係費をはじめとした財

政需要に対応して行政サービスを提供していくために、安定的な税収の確保

が深刻な課題となっていくことが考えられる。 

個人住民税は、地域社会の費用について住民がその能力に応じて広く負担

を分任するという性格を有し、また、応益課税の性格を明確化する観点から

比例税率により課税されている。こうした性格等を十分踏まえながら、今後

の個人住民税のあり方について検討を進める必要があると考えられる。 
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また、ライフスタイルの変化、ICT 技術や交通の発展により、２地域居住

をはじめとしてライフスタイルや都市・地方間の人口移動も多様化してきて

いる。さらに、働き方が多様化する中で、シェアリングエコノミーのような

オンラインの消費者間取引や副業・兼業など収入のあり方が変化している。

経済のグローバル化等により、我が国で就労する外国人が増加しているが、

出国のタイミングによっては、個人住民税を適切に課税できない状況も生じ

ている。今後、経済社会構造の変化が進展していくのに伴い、こうした変化

への対応も必要になってくるものと考えられる。 

このような課題認識の下、昨年度以来、本研究会で行ってきた議論を踏ま

えると、今後の検討の方向性に関わる論点として、以下のような点が挙げら

れる。 

・個人住民税については、応益課税としての性格の明確化の観点から個人

の所得に対し10％の比例税率で課税されていること等を踏まえると、所

得の性質や所得捕捉の体制整備の状況等を踏まえて分離課税とされてい

る金融所得等について、個人住民税の性格等の観点から課税のあり方を

研究することも考えられるのではないか。 

・今後、生産年齢人口の減少を背景とした労働力不足が見込まれており、

我が国で就労する外国人が増加していくことが予想される中、税収の確

保や適正な課税の観点から、外国人である納税義務者に対する適切な課

税を確保するための方策についても更に研究することも考えられるので

はないか。 

・現行制度は、前年１年間の所得に対し、賦課期日における住所地におい

て課税される仕組みであり、課税団体を明確化しつつ、納税義務者、特

別徴収義務者、地方団体の事務負担に配慮したものとなっている。今後、

人口移動の多様化が更に進展し、例えば同一の個人が２地域で居住する

ケースが増加した場合には応益課税の観点からどのような課税のあり方

が考えられるかについて研究することも考えられるのではないか。 

・働き方の多様化やシェアリングエコノミーの拡大が進展する中で、捕捉

しきれていないような取引や所得について、今後、より適切に把握して

いくことも重要ではないか。 

 

２ 固定資産税 

 

  固定資産税は、どの市町村にも広く存在する固定資産（土地、家屋及び償

却資産）について、その保有と市町村が提供する行政サービスとの間に存在

する受益関係に着目し、資産価値に応じて、所有者に対し課税される税であ

り、税源の偏在性が小さく税収が安定的な市町村の基幹税である。 

人口減少・少子高齢化の進行に伴い、地価や住宅建設需要の変化が予想さ

れる。特に地価については、長期的には生産年齢人口の減少に伴い下落する

可能性が高いとの指摘もあり、固定資産税の税収にも影響を及ぼすこととな
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ると考えられる。また、高齢化の進行により相続機会の増加が見込まれる中

で、所有者不明土地や空き地・空き家等の増加が懸念されている。都市のス

ポンジ化等により都市経済の弱体化が進むと、不動産価格の下落等を通じて、

税収にも影響する可能性がある。固定資産税においては、こうした土地・都

市のあり方の変化を踏まえつつ、市町村の基幹税として、安定的な税収の確

保が課題となると考えられる。 

また、償却資産に対する課税は、固定資産税の応益課税としての性格や税

収確保の観点から、今後も重要な位置付けとなるべきものである。一方、製

造業中心の産業構造の下では機械装置等の償却資産が多く利用されてきたが、

現状では産業全体のサービス産業化が既に相当程度進展しており、また、知

的財産等の無形資産の重要性が高まっている。今後もこうした産業構造の変

化が進むことが見込まれる中で、どのように税収の確保を図っていくかは重

要な課題となると考えられる。 

このような課題認識の下、昨年度以来、本研究会で行ってきた議論を踏ま

えると、今後の検討の方向性に関わる論点として、以下のような点が挙げら

れる。 

・固定資産税は、税源の偏在性が小さく税収が安定的な、市町村の基幹税

である。人口減少・少子高齢化の進行等を背景として所有者不明土地や

空き地・空き家等の増加が見込まれる中で、令和２年度税制改正では、

適正な課税や課税の公平性の観点から、所有者不明土地等に係る現に所

有している者（相続人等）の申告の制度化及び使用者を所有者とみなす

制度の拡大といった対応が図られた。所有者不明土地等への対応は政府

を挙げて取り組むべき課題であるが、固定資産税においては、今後は更

に、どのように税収を安定的に確保していくかという観点から検討を深

めていく必要性があるのではないか。 

・今後、土地や家屋の適正管理や有効活用が重要な視点となると考えられ

ることを踏まえると、資産の放置を防止する観点からの税制上の対応に

ついて検討していくことも考えられるのではないか。 

・産業全体のサービス産業化の進展に伴い、法人が所有する事業用資産の

状況が変化しているほか、人生 100 年時代において、個人が所有する資

産の状況も変化している。今後も、法人や個人が所有する資産の状況が

変化していくと見込まれる中で、税負担の中立性の観点からも、例えば

知的財産など無形資産等に対する課税の可能性について、何らかの検討

をしていくことも考えられるのではないか。 

・生産年齢人口の減少に伴い、地方団体において税務実務を担う職員の確

保が困難となる中で、固定資産税関係事務を、いかに効率的かつ効果的

に執行していくかについても留意が必要ではないか。 
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３ 地方法人課税 

 

地方法人課税は、法人がその事業活動において地方団体の行政サービスを

受けており、また、地域社会の費用について、その構成員である法人も幅広

くその負担を担うべきという観点から課税されており、地方の行政サービス

を支える基幹税としての役割を担っている。 

地方法人課税には、応益課税の性格の明確化や税収の安定化の観点から、

外形基準による課税が導入されている。法人事業税の外形標準課税は、法人

の事業活動規模に応じた課税であり望ましいものであるが、担税力の弱い企

業に配慮し、資本金 1 億円以下の中小法人には適用されていない。しかし、

企業の経済活動が複雑化・多様化する中、法人の経営判断により持株会社化、

分社化等の企業組織の変更が行われることが増加しており、資本金の額を基

準とした大法人と中小法人の区別は、必ずしも法人の担税力の差を表さない

と考えられる状況も生じている。 

また、経済のデジタル化の進展に伴い、「恒久的施設（PE）なければ課税

なし」という国際課税原則の下では、物理的な拠点なく事業を行う外国企業

に対して市場国が適切な法人課税を行えないといった問題が顕在化しており、

その対応策に関する国際的な議論が OECD を中心に進められている。我が国

の地方税は、国税と同様に、外国企業については恒久的施設（PE）があるこ

とを課税の前提としていることから、国際課税原則が見直される場合には、

我が国の地方税にも影響があると考えられる。 

さらに、我が国の産業構造はサービス産業化が相当程度進展し、ICT 技術

の発展を背景として電子商取引も拡大している。企業は各地域に事業所等を

設置しなくても全国的な事業活動が可能となっているが、現行の地方法人課

税は法人の事業所等の所在地に申告納付される仕組みであることから、事業

活動が行われる地域と税収が帰属する地域が一致しない状況が拡大する要因

となっていることが考えられる。こうした課題については、地方法人課税の

偏在是正措置により既に対応が図られているが、今後の地方税制のあり方を

検討していく上で、引き続きその動向に留意が必要と考えられる。 

このような課題認識の下、昨年度以来、本研究会で行ってきた議論を踏ま

えると、今後の検討の方向性に関わる論点として、以下のような点が挙げら

れる。 

・人口が減少する中で、高齢化に伴う社会保障関係費等の財政需要に対応

していくためには、地方法人課税においても安定的な税収を確保するこ

とが重要と考えられる。法人事業税の外形標準課税は、税収の安定化等

に資するものであるが、企業の担税力に配慮して資本金１億円超の大法

人のみに適用されている。一方、企業の組織形態が多様化している中で、

企業の担税力の観点からは、適用のあり方について検討の余地があるの

ではないか。 

・恒久的施設（PE）がない外国企業に対する新たな課税権を市場国に認め
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る方向で議論されている国際課税原則の見直しは、国税と同様、恒久的

施設（PE）があることを外国企業に対する課税の前提としている地方税

にも影響を与えると考えられることから、国際的な議論の動向に注視し

つつ、地方税のあり方についてしっかりと議論する必要があるのではな

いか。 

・地方法人課税の各地域への適切な税収帰属については、特別法人事業税・

譲与税制度により、既にマクロ的に構造的な課題への対応が行われてい

る。一方で、将来の地方税制のあり方を検討する上では、法人の事業活

動規模を的確に表す分割基準のあり方について引き続き考えていくこと

も必要ではないか。 

 

４ 地方消費税 

 

消費税・地方消費税については、社会保障・税一体改革の中で、国と地方

における社会保障の安定財源を確保するため、税率の引上げが決定され、令

和元年 10 月に 10％（国 7.8%・地方 2.2%）に引き上げられた。一方、今後も

高齢化の進行が予測されており、本研究会が行った地方税収等のシミュレー

ションにおいても、社会保障関係費をはじめとする所要一般財源と地方税収

との差が拡大することが見込まれている。 

地方消費税は、税収が安定的で税源の偏在性が小さい等の特徴を有して 

いることから、地方団体が提供する社会保障制度を支える安定的な財源とし

てふさわしく、人口減少・少子高齢化に対応していく上で重要と考えられる。 

また、サービス産業化の進展や電子商取引の拡大は、小売やサービスの統

計データだけでは、消費の実態との関係で地方消費税の清算を正確に行うこ

とが難しいという事情を拡大する要因となっている。こうした課題について

は、地方消費税の清算基準の見直しにより既に対応が図られているが、今後

の地方税制のあり方を検討していく上で、引き続きその動向に留意が必要と

考えられる。 

このような課題認識の下、昨年度以来、本研究会で行ってきた議論を踏ま

えると、今後の検討の方向性に関わる論点として、以下のような点が挙げら

れる。 

・地方消費税については、人口減少・少子高齢化が進行する中で、地方団

体が提供する社会保障制度を支える財源として重要であり、将来の地方

税制のあり方を検討する上で、その充実確保について研究していくこと

が必要ではないか。 

 

５ その他 

 

人口減少・少子高齢化の進行、働き方やライフスタイルの多様化、経済の

デジタル化の進展など経済社会構造の変化に対応した地方税制のあり方を検
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討していく上で、各税目における論点のほか、以下の点についても、今後の

検討に関わる論点となると考えられる。 

・個人のライフコースの中で、教育や介護・福祉等の行政サービスを享受

する地域と、就労して納税する地域が一致していない実態が増えている

のではないかと考えられる。特に、今後、高齢化が進行していく中で、

老後を過ごす住民が集中する地域においても安定的な税収を確保してい

くという観点に留意しつつ、研究を進めることが重要ではないか。 

・適正な課税や税収の確保の観点からは、電子商取引やシェアリングエコ

ノミーの進展等により捕捉しきれていないような取引や所得について、

今後、より適切に把握していくことも重要ではないか。 

・各地域で生じる個別の課題に地方団体が対応していくため方策としては、

地方団体の課税自主権の活用も考えられるのではないか。 
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（別添）海外調査結果報告  

 

 

この海外調査結果報告は、令和元年 9 月に実施した海外調査について、同年

10 月 25 日の第 3 回研究会において吉村政穂委員から報告されたものを、研究

会報告書用に再編集したものである。このため、調査対象国における関係当局

からのインタビュー結果等は、調査及び報告の時点のものとなっている。 
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Ⅰ 調査の概要及び背景・目的について 

 

１ 調査の概要 

 

経済社会の構造変化に対応した地方税制のあり方について検討を進めるに当

たり、議論の参考とするため、人口減少・少子高齢化等に対応した諸外国の税

制について把握するため、以下のとおり海外調査を行った。 

 

〇調査日程 令和元年９月２日（月）～９月６日（金） 

〇調査委員 吉村政穂委員（一橋大学大学院法学研究科教授） 

○調査内容 

・ デジタル化など経済活動等が大きく変化している中での課税のあり方

を巡る議論の状況 

・ 少子高齢化が進展する中での税制面での対応や課題認識 

・ 地方自治体の課税自主権の制度と運用の状況など、各国の税制を巡る

動向 

〇調査先   

①ドイツ 

・ ドイツ連邦財務省 

・ ヘッセン州政府 

・ フランクフルト市政府 

・ 欧州経済研究センター（ZEW） 

②フランス 

・ フランス内務省 

・ OECD 事務局 

・ パンテオン・ソルボンヌ大学 

 

２ 調査対象国の現状と調査内容 

 

(１)ドイツ 

 

ドイツにおいては、2010 年代前半までは、出生率は日本よりも低く、深刻

な高齢化と人口減少が課題となっていた。近年、移民の受入れにより、人口

は増加に転じているが、高齢化率は既に 20％を超えており、今後、高齢化率

の一層の高まりと生産年齢人口割合の低下が予想されている。 

今後、一層の高齢化に伴い、社会保障関係費の増加が見込まれる中で、経

済社会構造の変化に対応していくため、特に地方財源の確保の観点から、税

財政制度の面でどのような課題があると考えているかについて、連邦・州・

市町村の各レベルの当局や、研究機関に対して調査を行った。 

また、州・市町村においては、近年、財源確保策の一環として、課税自主
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権の活用の働きが見られるため、併せてその実情を調査した。 

あわせて、デジタル課税について、課題認識、考え方や対応について当局

から聴取した。 

 

(２)フランス 

 

フランスにおいては、企業活動のグローバル化や経済のデジタル化による

税制上の課題に対して、EU 全域での統一的な対応を求めてきたが、実現に

至っていない。このため、フランス単独でデジタル取引に対する売上税（デ

ジタルサービス税）を導入した。 

今後も経済のデジタル化の進展が見込まれる中で、OECD 事務局及び学識

経験者に対し、経済のデジタル化により生じる税制上の課題に関する認識と

経済構造の変化に対応した望ましい課税のあり方について考え方を聞くこと

とした。また、６月の G20 財務大臣会合以降の OECD を中心とした議論の状

況やコンセンサス形成に向けた見通しについて調査を行った。 

一方、経済社会構造の変化については、移民の受入れや先進国の中でも相

対的に高い出生率を背景として、総人口は増加しているが、高齢化率の上昇

と生産年齢人口の減少が続いている。 

今後、高齢化の進行等に伴い、社会保障関係費の増加が見込まれる中で、

経済社会構造の変化に対応していくため、特に地方財源の確保の観点から、

税財政制度の面でどのような課題があると考えているかについて、当局から

聴取した。 

あわせて、地方独自の財源確保策の例、運用状況、課題等（例：都市公共

交通の財源となる都市交通税（交通負担金制度））についても調査を行った。 
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Ⅱ 調査結果 

 

調査先であるドイツ及びフランスにおいて、人口減少・少子高齢化への税制

上の対応や課題認識、デジタル課税への対応等について関係当局から聴取した

結果は、以下のとおりである。 

 

１ ドイツでの関係当局からの聴取結果 

 

(１)ドイツ連邦財務省 

 

①人口減少・少子高齢化について 

・ ドイツでは、日本と同様に就労者数は今後減少していくと見込まれ  

ている。ただし、足下の状況は、移民の受入れ等により、就労者数は

増加し、出生率も（非常に低い状態ではあるが）上昇している。 

・ 就労者数が増加しているので、州や市町村は危機感が薄いが、連邦政

府は将来に向けて警鐘を鳴らされているという認識であった。 

・ 少子高齢化への税制上の対応であるが、ドイツでは、数十年かけて、

間接税の収入の割合を高めてきている。10 年程前に付加価値税を 16％

から 19％に引上げた。間接税のウェイトを高めることにより、できる

だけ税収を確保しようとしている。また、個人所得課税では、個人年

金・企業年金（私的年金）について、拠出時課税から給付時課税への

移行を進めており、2040 年までに完了予定となっている。 

 

②地方税財政について 

・ ドイツでは、所得税のような額の大きな税は、連邦と州で分け合うこ

とになっている。市町村の財源で大きいものは、交付金、財政調整、

固定資産税等であり、営業税は、税収の不安定性があるものの、市町

村に税率決定権があり、地方が強くなる契機となっている。 

・ ドイツの多くの企業は、人的企業（医師、弁護士等）として、法人税

ではなく所得税を納税している。市町村の営業税は、所得税から控除

できる仕組みとしたため、多くの市町村が税率を所得税の控除上限ま

で引き上げた。こうした営業税の充実により、市町村財政の安定化に

つながったと考えられる。 

・ 一方で支出の面においては、連邦は社会福祉全般に責任を負うが、実

施するのはローカルなレベルであるため、地方自治体の支出が増加す

ることがある。そうした場合には、増加したコストを連邦が支払うと

いうルールができた。生活保護、失業保険等の手当で、連邦からの補

填が増えている。 

・ また、移民の受入れは連邦政府の決定だが、移民に住宅、学校教育、

保健衛生を提供するのは市町村や州の仕事であるため、原因者である
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連邦から多大な資金が移転されている。 

 

③デジタル課税について 

・ ドイツのような輸出国には本拠地主義の税制が望ましいと考えている。

しかし、新興国や発展途上国では、国際的な調整なしに独自課税を始

めており、法的安定性が損なわれつつある。ドイツとしては、法的安

定性を確保できるのであれば柔軟な対応をとるべきという考え方にな

ってきている。 

・ デジタル課税に関する各国の独自措置は、フランスのほか、イギリス、

イタリア、スペインも計画している。このような中でドイツは、国際

的なコンセンサスの形成を優先しており、独自課税の導入という議論

は盛り上がっていない状況である。 

・ 新たな課税権により法人税と所得税が増減すれば、それを課税ベース

とする市町村税である営業税にも影響が出る。現行の営業税は物理的

な拠点の存在を前提にしており、デジタル拠点を認める場合には課税

技術上の問題が生じるため、原則的な議論にとどまっている。なお、

ドイツでは営業税の納税者は、ほとんどが医者など人的事業所を有し

ている者である。 

 

(２)ヘッセン州政府 

 

①人口減少・少子高齢化について 

・ ヘッセン州では人口減少が進行しており、今後もその傾向が続く見通

しとなっている。総人口は 2015 年（約 600 万人）から 2050 年（約 526

万人）にかけて約 16％減少する見込みとなっている。また、生産年齢

人口割合は 2010 年（約 61％）から 2050 年（約 52％）にかけて約 16％

減少し、高齢化率も 2050 年には約 32％まで上昇する見込みとなって

いる。 

 

②地方税財政について 

・ 人口構造の変化により、所得税（共同税）などの税収は減少が見込ま

れおり、インフラの衰退が懸念されている。一方で、高齢者向け支出

や若年層の誘引施策など公共サービスのための支出は増加することが

予想され、これに対応していく必要がある。 

・ 州の政策では収入面をコントロールすることは困難であり、税制の見

直しは連邦の立法への働きかけによって可能となる。このため、むし

ろ、歳出の調整を優先すべきであると考えている。ただし、潜在的緊

縮財政政策は政治的に難しい面がある。 

・ 市町村のレベルでは、景気による変動が大きい。所得税（共同税）に

ついて、複数年の平均税収を配分の基準とするなどの安定化が必要で
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ある。 

・ また、市町村にとって営業税は重要な税目であり、市町村に税率の決

定権がある。住民は土地税を払い、企業は営業税を払うことで、地域

に所在する者が平等に税収に貢献している。 

・ 市町村が課題に対応するための財源の確保が課題となっている。財政

力格差をなくすためには、できるだけ自由な財源で、国からの適切な

配分が必要である。税収の不均衡に対しては、財政調整が重要である

と考える。 

 

③ツーリズム目的税 

・ 連邦・州は基本法に列挙された税目を課税するが、市町村は、就労・

稼得活動でなく、個人が私的活動で支出するものに関しては、独自に

課税することが可能となっている。 

・ 従前、保養地については、観光客が来ることを踏まえて課税が行われ

ていた。その後、保養地ではないベルリン、デュッセルドルフ等の都

市部で宿泊税が導入されたが、個人の私的活動ではない企業活動で来

訪する者への課税は、裁判所で違憲とされた。これを受けて、ヘッセ

ン州の州法律（地方自治体公租公課法）で、市町村が課税していいも

のを明確化した。 

・ また、ツーリズム目的税は、税収規模も小さく、使途が限られている

ため、高齢化に伴う税収の減少をカバーするものではない。 

 

(３)フランクフルト市政府 

 

①人口減少・少子高齢化について 

・ フランクフルト市では、移民や若年人口の流入が大きく、人口が増え   

ており（約 75 万人）、昼間人口は 100 万人を超えている。また、高齢

化率も 15.7％（ドイツ全体では 20％程度）と低い状況となっている。

生産年齢人口も多いため、高齢化は喫緊の課題としては認識してはい

ない。 

・ 一方、2035 年から 2040 年頃には、フランクフルト市でも高齢化が課

題となると考えている。このため、市としては、青年層・児童層への

行政サービスの拡充や、若い世代に過大な負債を残さないよう、財政

の持続可能性を確保することが課題と考えている。 

 

②地方税財政について 

・ 市の最も重要な財源は、営業税（市税収入の約７割）であるため、景

気の影響を大きく受ける。独自課税は、各税目を合計しても、市税収

入の１％程度となっている。 

・ また、企業から営業税の減税を求める声があるが、企業が減税を求め
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ることは常であり、特段の税率引下げ圧力は感じてはいない。昨今で

は、インターネットを含むインフラ整備、教育、空港等で企業誘致の

アピールを行っている。 

 

③ツーリズム目的税について 

・ ツーリズム目的税は、ヘッセン州の法律で許容されている。宿泊施設   

の充実、観光・文化施設（植物園、動物園、博物館など）の整備を前

提に、州によりツーリズム目的地の認定を受けており、事業者が納税

者となり、１泊２ユーロを課税し、年間 2000 万宿泊のうち、ビジネス

目的を除く 300 万宿泊が対象となっている。税収は、約 600 万ユーロ

である。 

・ 導入の背景であるが、観光客の増加による行政需要の増加だけではな

く、市観光部門（Tourismus GmbH という法人）によるマーケティング

の財源とすることを目的として導入された。 

・ また、宿泊税と異なり、法律上では、目的税として構成されている。

利害関係者（商工会議所、ホテル・宿泊所連盟）と協議の上、導入や

税率を決定している。税収はホテル・宿泊施設側の財源となるため、

抵抗は少なく、また、宿泊者（観光客）からの反発もあまりない。 

・ 税率は使途との関係で決まるものだが、観光資源に要する費用（１泊

25 ユーロ程度）の全額をカバーしているものではなく、その意味では

手数料的な色彩が強いといえる。 

・ 使途については、これらの事業者の代表者で構成される諮問委員会が

決定する。現行では、観光地としての魅力を高めるためのマーケティ

ング 50％、文化関係 20％、経済関係 20％、市観光部門 10％となって

いる。 

 

(４)欧州経済研究センター（ZEW） 

 

①人口減少・少子高齢化について 

・ ドイツでは、他の EU 諸国からの人口の流入があるが、企業内での英語

の使用が進んでいるため、言語は障壁とはなっていないと見ている。

人口については、ドイツ全体で、特にフランクフルト、ベルリン、ミ

ュンヘン等の都市では、労働人口が増えている。一方で、旧東ドイツ

地域では、人口が減少している都市もある。 

・ また、高齢化に伴う社会保障への影響については、年金支給年齢の引

上げ、定年延長、私的年金等の促進等の対応が考えられる。 

・ 高齢化そのものへの対応策としては、教育レベルの高い就労人口の確

保、失業率を下げることが中心であり、税制上の対応としては、2006

年に付加価値税を 19％に引き上げた。 
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②デジタル課税について 

・ デジタル課税については、OECD での議論を見守っているのが現状であ

る。経済のデジタル化に伴う影響として、地域間での企業の移動が容

易となる一方で、デジタル産業のためのインフラ整備が重要。企業の

立地選択において、一般的な企業は、人材の質を重視するのに対して、

デジタル企業はインフラを重視するという実証研究もある。ただし、

経済のデジタル化が進めば、デジタル人材についても、今後、ニーズ

が高まるかもしれないと考えられる。 

・ また、ドイツは自動車、化学産業の社会的な発言力が強く、これらの

企業は顧客のデータ利用を進めているため、独自のデジタル課税には

反対の立場となっている。 

 

２ フランスでの関係当局からの聴取結果 

 

(１)フランス内務省 

 

  ①人口減少・少子高齢化について 

・ フランスにおいても、高齢化が進んでおり、事務を所管する県のレベ

ルで、一部の地方自治体が介護などの高齢対策分野の支出を増加させ

ており、自治体間の格差が生じている。この格差は、高齢化率や生産

年齢人口割合等の人口構造の違いによるものであることから、高齢対

策は国への集権化・集約化が検討されている。 

 

  ②地方税財政について 

・ 地方自治体にとって、固定資産（建物）に対する課税は、税収が安定

的で重要な財源となっている。しかし、建物の価値が長期間にわたっ

て見直しが行われていないことから、実際の経済的価値と合わなくな

っていることが大きな問題となっている。 

・ 課税標準となる固定資産の価値を見直す場合、ほとんどの納税者によ

って増税となることから、実行することは難しい。 

・ また、2010年に地方税として導入された企業の付加価値に対する課税

については、付加価値が生み出された場所を巡る議論があり、仮に見

直す場合には、適正な税収帰属のための計算方法の見直しが難しい課

題となっている。 

・ なお、フランスでは、住居税（固定資産に対する税）について、富裕

層を除いて 2022年までに廃止する税制改革法が 2018年に成立してお

り、その減収は国からの交付金で補填することが予定されている。 

 

  ③地方自治体の独自財源について 

・ 独自財源である都市交通税は、法定任意税であり、コミューンやその
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連合組織で課税を行っている。税収規模は全国で数百億ユーロであり、

一定の規模があるといえる。 

・ これは、市町村営の路線バス等の財源になっており、当局としては、

都市交通税を全国に広げたいと考えている。しかし、納税者である法

人の事業所の多い地域とそうでない地域で税収に差があるため、公共

交通機関がカバーできていない地域もあり、そのような地域では、法

人から批判的な意見もあるため、課税プレッシャーを最小にしながら

維持していくことが難しい課題となっている。 

・ 地方自治体の財源確保の取組としては、宿泊税もある。税収規模は５

億ユーロ程度だが、徐々に増加してきている。ただし、最近は、例え

ば Airbnb などのプラットフォーム事業者を通じた宿泊が増えてきて

おり、こうした事業者からどのように徴収するかということが検討課

題となっている。 

 

(２)OECD 事務局 

 

・ 経済のデジタル化を巡る議論は、①BEPS（税源浸食と利益移転）、②

付加価値税（VAT）の徴収、③課税権の配分、があると考えられてい

る。 

・ このうち、課税権の配分に関して、デジタル経済の特徴として、利用

者参加という要素が挙げられる。プラットフォーマーは、利用者から

収集したデータを収益に変えることが可能であり、これが新たな価値

の源泉となっているが、現行の移転価格税制では、これを的確に捕捉

することができない。伝統的には、課税のために恒久的施設が要求さ

れ、物理的拠点が必要となるが、デ ジ タ ル 経 済 は 非 物 質 化

（dematerialization）が特徴であり、各国の課税管轄が縮小してい

る。 

・ また、人的資本を含む無形資産の価値をどう評価するのかということ

も課題であり、BEPS プロジェクト後も解決されていない。関係国の利

害が対立する問題であり、BEPSにより拡大したパイをどのように分割

するかという問題でもある。そのため、世界的な取組によって、現状

を修正する能力への信頼を失えば、各国の一方的措置（unilateral 

measures）が乱立する状況になると危惧している。国際的な合意が得

られたとしても、実施（implementation）のための多国間枠組みを新

たに創設することになるため、追加的な時間を要すると考えている。 

・ なお、アメリカは、2018 年の時点では、フランスの独自課税（一方的

措置）に強く反発していたが、現在は国際課税システムの整合性

（integrity）の確保を重視するという姿勢となっている。貿易戦争

のエスカレートを懸念しているものの、OECDの作業に影響はないと見

ている。 
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(３)パンテオン・ソルボンヌ大学 

 

  ①人口減少・少子高齢化について 

・ フランスの高齢化率は 20％に達しており、重要な課題であると認識し

ている。2019 年 11 月には、高齢化に対応するための改革が公表され、

介護失業への補償等の項目が含まれる予定である。その財源は、祝日

に働く「連帯の日」の拡大、相続税の引上げ、新たな拠出金の創設（社

会保険財政は労働者の拠出金が基礎となっている）といったアイデア

が検討されている。 

・ 移民流入（年間 50 万人）は人口の１％以下であり、大きな問題であ

るとは認識していない。 

 

②デジタル課税について 

・ フランスのデジタルサービス税（DST）は、EU レベルでの議論が挫折

する中、国際的な合意形成を促すため、短期的措置、すなわちフラン

ス独自の措置として導入した。国際的な合意成立後は、合意を超える

分は還付することが予定されている。 

・ DST については、実務者及び学識経験者から反対意見が強い。Amazon

は既にユーザーへの税負担の転嫁を表明しており、また、租税条約上、

法人税の代替的な課税として許容されるか、EU法との関係でも内外無

差別の原則をクリアしているのかが問題視されている。 

・ 独自措置の根拠として、フランスではデータの提供に価値の創造が認

められる（ユーザーの貢献）という立場をとっているが、同様に独自

措置を導入することとしているスペインやイギリスではユーザーの所

在地（売上地）を重視する考えであり、違いがある。国際的な議論は、

ユーザーの物理的場所に注目しつつあるが、ユーザーは必ずしも消費

者ではなく、参加の度合いが無視されることは問題ではないかと考え

ている。 
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Ⅲ 海外調査結果のまとめ 

 

１ 人口減少・少子高齢化等への対応について 

 

ドイツとフランスでは、人口動態に相違はあるものの、少子高齢化が税財政

制度に大きな影響を与えるとの認識で共通していた。特に、税収の減少が見込

まれる一方で、高齢者向けの支出の増加が予想されており、地方自治体の財源

確保と安定化が課題になるとの認識を持っていた。 

こうした課題への対応については、それぞれの国の地方自治・地方税財政制

度を前提として、以下のような取組の状況や意見を確認することができた。 

①国・地方を通じた税体系における付加価値税（共同税）の充実 

②社会保障を担う地方自治体の税収の安定化 

③地方財源の確保のため、税収の確保、歳出の見直しとあわせて適切な財 

政調整 

こうした考え方は、我が国の今後の地方税制のあり方を検討する上でも参考

となると考えられる。 

また、地方自治体の独自課税については、地域の課題への対応策として運用

されている状況を確認できた。一方で、税収規模は大きくないため少子高齢化

に対応した財源とはならないとの見解もあった。 

 

２ デジタル課税について 

 

経済のデジタル化に伴う税制上の課題への対応については、ドイツ・フラン

スともに、法的安定性の確保のため、国際的な合意の形成が必要という立場で

一致しており、学識経験者からは、フランスの独自課税については、合意形成

を促すための短期的措置であるという見解があった。 

現時点では、基本的なスキームが固まっていないことから、地方税財政への

影響を見通すことは難しいが、2020 年末の合意に向けて OECD を中心とした国

際的な議論が進められている。 

国際的な議論の場では地方税について明示的に議論されていないが、我が国

の地方税は、国税と同様に、外国企業については物理的拠点である恒久的施設

（PE）があることを課税の前提としていることから、国際課税原則が見直され

る場合には、我が国の地方税にも影響があると考えられる。このため、今後の

地方税制のあり方について検討していく上で、国際的な議論の動向に注視する

必要があると考えられる。 
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